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Ⅰ．概要 

第４期中期目標・中期計画の下、「地域と共に 21世紀的課題に立ち向かう大学」を基本

理念とした「福島大学ミッション 2030」（学長プラン）に基づき、地域社会の課題解決と

新しい社会づくりを見据え、第４期中期目標・中期計画及び本学が独自に策定した６年間

の計画に基づき、各目標・計画を達成するための年度ごとの計画を「運営計画」とし、運

営計画に基づき令和４年度から活動に取り組んでいる。また、第４期中期目標期間からは、

国立大学法人法改正により、年度計画及び年度評価が廃止となったことを踏まえ、上記運

営計画の達成・進捗状況の点検・評価についても、内部質保証を高める自己点検・評価の

一環として、「福島大学自己点検・評価に関する基本方針」に基づき行うこととした。 

令和４年度運営計画については、担当部局から年２回の報告（中間報告、最終報告）を

踏まえ、全学の取組・活動について点検・評価を実施する自己評価委員会で進捗状況を点

検した。 

 なお、自己評価委員会における運営計画の点検作業については、従来の年度計画中間報

告の点検作業方針を継承し、以下のとおり行った。 

・中間報告では、特に運営計画の進捗状況が「Ⅱ：（運営計画を）十分には実施していな

い」及び「Ⅰ：（運営計画を）実施していない」（評語の説明は後述）とされた運営計画

について丁寧に点検し、該当の総括・実施責任者及び担当課室へ質問・確認依頼を行っ

た。

・最終報告においては、３月末時点の実績・状況について点検を行うとともに、進捗状況

や今後の達成見込み等を該当の総括・実施責任者及び担当課室へ確認し、令和５年６月

に委員会として最終確定を行った。

・委員会確定後、内部質保証の責任者である学長が開催する学内緒会議に諮るとともに、

必要な改善に取り組むことにより、本学の内部質保証の PDCA サイクルを実施する。 
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Ⅱ．令和４年度運営計画自己点検・評価報告書のポイント 

  １．各運営計画の進捗状況の自己評価の評語 

 各運営計画の進捗状況については、旧年度評価を参考に、各部局において以下の４

段階で自己評価し、自己評価委員会においてとりまとめ、全体の点検・評価を行った。 

評語 評定 

Ⅳ 運営計画を上回って実施している 

Ⅲ 運営計画を十分に実施している（標準） 

Ⅱ 運営計画を十分には実施していない 

Ⅰ 運営計画を実施していない 

※ 評語「Ⅲ」が標準

２．令和４年度運営計画進捗状況の全体像 

１）全体像

運営計画の進捗状況においては、67計画中 64計画（95.5％）が「Ⅲ：運営計画

を十分に実施している」であったため、本学全体として、ほぼ計画どおりに実施さ

れているものと判断した。また、コロナ禍の状況にあっても、オンラインを活用し

た取組（セミナー、研修会、プロジェクト学修等）が行われるなど、それぞれの分

野において適切に対応していることも判断の一つとした。 

項  目 
中期 
目標数 

中期 
計画数 

運営 
計画数 

自己評価 

Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 

Ⅰ．教育研究の質の向上の状況 

(1) 社会との共創 ２ ３ ６ ０ ６ ０ ０ 

(2) 教育 ４ ７ 17 ０ 17 ０ ０ 

(3) 研究 １ ２ ７ １ ６ ０ ０ 

(4)その他社会との共創、教育、研究 ２ ４ ９ ０ ９ ０ ０ 

合計 ９ 16 39 １ 38 ０ ０ 

Ⅱ．業務運営・財務内容等の状況 

(1) 業務運営の改善及び効率化 ２ ２ ５ ０ ５ ０ ０ 

(2) 財務内容の改善 １ ２ ８ ０ ８ ０ ０ 

(3) 自己点検・評価及び情報の提供 １ ２ ５ ０ ５ ０ ０ 

(4) その他業務運営 １ 1 2 ０ 1 １ ０ 

合 計 ５ 7 20 ０ 19 １ ０ 

Ⅲ本学独自の計画 ４ ４ ８ ０ ７ １ ０ 

総 計 18 27 67 １ 64 ２ ０ 
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  ２）「Ⅲ」の評価の計画 

 令和４年度の運営計画のうち、「Ⅲ：運営計画を十分に実施している」の評価で

あった、主なものを以下に挙げる。 

Ⅲ：運営計画を十分に実施している 

運営計画番号 １－１－２（中期目標・中期計画に基づく運営計画） 

中期目標・中期計

画分野・キーワード 

【社会との共創】人材養成機能や研究成果の活用による地域課題解決（震災

復興の知見を生かした課題への取り組み、「地域実践特修プログラム」等の

授業科目を活用した人材養成機能強化） 

運営計画 「むらの大学」３拠点（川内・南相馬・大熊）を設定し、計 60 名が受講する。 

自己点検・ 

評価結果 

震災・原発事故からの復興の現場で行うフィールドワークである地域実

践学習科目「地域実践学習 むらの大学」において、令和４年度は復興の現

場である福島県浜通り地域の３市町村（川内村・南相馬市小高区・大熊町）

を拠点として設定し、各拠点 23 名、合計 69 名の１年次生が受講した。い

ずれの地域も順調に実施され、令和５年１月下旬には「むらの大学」受講生

が地域から学んだ成果を各地域で発表することにより、地域に還元した。併

せて、令和４年度の受講者数の目標値も達成しており、「Ⅲ」の評価とした。 

運営計画番号 ８－２－２（中期目標・中期計画に基づく運営計画） 

中期目標・中期計

画分野・キーワード 

【その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項】国内外の大学・研究

所・産業界等との連携、共同利用・共同研究による機能強化・拡張（環境放

射能研究所、発酵醸造研究所をはじめとした本学の教育・研究力向上の取

組み） 

運営計画 地域内外の研究機関の人的・物的資源を活用した発酵醸造関連研究課題に

取り組み、発酵醸造技術の水産・畜産業関連分野への展開を視野に入れた

学外の研究機関との共同研究を開始する。 

自己点検・ 

評価結果 

食農学類附属発酵醸造研究所において、地域内外の研究機関との連携

により、発酵醸造技術に関する共同研究を開始している。また、各研究が、

農業・水産・畜産関連へ展開する内容（酒造好適米の育種と新品種開発、海

産魚種苗生産における人工授精効率と親魚腸内発酵との関連性、等）とな

っており、「Ⅲ」の評価とした。 

運営計画番号 １２－１－１（中期目標・中期計画に基づく運営計画） 

中期目標・中期計

画分野・キーワード 

【財務内容の改善】寄付金や産業界からの資金受入の促進、リスク管理の下

での効率的な資産運用、研究成果の活用促進のための出資等を通じた財源
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の多元化、学内の資源配分最適化（中期計画に掲げる重点的な取り組みへ

の資源配分） 

運営計画 運営計画の業務実績及び自己評価を確認するとともに、運営費交付金の仕

組みにおける社会的インパクト評価を見据え、必要に応じ、詳細に成果を確

認する。 

自己点検・ 

評価結果 

令和４年度運営計画報告内容を確認する中で、運営費交付金の評価の仕

組みにおける社会的インパクト評価を見据え、重要な観点として、「社会実

装」を掲げる指標における定義の確認の必要性とその根拠も含めて報告の

必要があることを評価担当部局に提言するとともに、運営計画最終報告内

容も確認しており、「Ⅲ」の評価とした。 

運営計画番号 図書館 3-a（本学独自の目標・計画に基づく運営計画） 

本学独自の目標・

中期計画分野・キ

ーワード 

【附属図書館】本学の知的資産を広く教育研究活動に活用するため、リポジ

トリへのコンテンツ登録及び所蔵資料等のデジタル化の促進と積極的な発

信（オープンアクセス方針策定、デジタル化計画策定） 

運営計画 政府や関係機関が提供する資料等を参考に、オープンアクセス方針を策定

する。 

自己点検・ 

評価結果 

オープンアクセス方針及び同方針実施要領を令和５年１月に策定すると

ともに、２月には、附属図書館 HP 内に上記方針に関するサイトを作成し、

各学類教員会議において上記方針とリポジトリ登録の周知を行っている。

また、リポジトリコンテンツ登録数の増加を図るため、教育研究業績管理シ

ステムデータも活用した未登録研究業績の登録の働きかけも積極的に行っ

ており、「Ⅲ」の評価とした。 

３）「Ⅲ」以外の評価 

「Ⅲ」以外の評価であった主なものは以下のとおりである。特に、「Ⅱ」の運営計

画については、令和４年度の実績や達成状況を踏まえ、担当理事・副学長の下で再度

当該部局において検討し、当該計画の改善や他の方策での実施検討を行うなど、改善

に向けた取組を行っている。 

Ⅳ：運営計画を上回って実施している 

運営計画番号 ６－１－１（中期目標・中期計画に基づく運営計画） 

中期目標・中期計

画分野・キーワード 

【教育分野】学生の海外派遣・留学生受入の拡大、海外の大学等と連携した

国際的な教育プログラムの提供等による国際感覚を持った人材の養成 

運営計画 アフターコロナの状況下においても、実施可能なプログラム等を行う。

自己点検・ 連携６大学間でオンラインを活用し授業交流を行うプロジェクトの本格開
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評価結果 始、交換留学派遣及び受入プログラムの再開とオンライン授業開講等の柔

軟な対応、本学の特色を生かした短期プログラム実施やサポート、英語圏の

大学及び大学院での学修と研究に必要な４技能を徹底的に鍛えるプロジェ

クト（C1 プロジェクト）の開講など、各種プログラムを精力的に実施してい

ることが評価できる。 

また、これらの取り組みの結果、日本人学生と留学生の協働学修の促進、

新型コロナウイルスの影響により激減していた本学の国際交流人数拡大へ

の貢献、C1 レベルを達成した学生２名が難関の日本学生支援機構の海外

留学支援制度（大学院学位取得型）の奨学生に採用され、海外の大学院に

進学する予定であるなど、ミッション 2030 や中期目標・中期計画に明示

された「国際感覚を持った人材養成」の達成に資する成果が明確に現れて

いるため、「Ⅳ」の評価とした。 

Ⅱ：運営計画を十分には実施していない 

運営計画番号 14－１－１（中期目標・中期計画に基づく運営計画） 

中期目標・中期

計画分野・キー

ワード

【その他業務運営に関する重要事項】デジタル技術を活用した業務全般の継

続性の確保、事務システム効率化・情報セキュリティ確保等業務運営体制の整

備（DX 推進計画策定によるデジタル環境高度化、ネットワーク環境・ICT 基

盤整備と運用と体制、情報セキュリティ対策強化等） 

運営計画 役員及び部局長等で構成する「DX 推進本部」を設置し、「教育」「研究」「業務

運営」の各分野 WG において計画案及び計画の実施体制について検討を進

め、年度末までに「DX 推進計画」（案）を取りまとめる。 

自己点検・ 

評価結果 

「DX 推進計画（案）」策定のため全学の DX 推進室を設置するとともに、

「教育」「研究」「業務運営」の３分野については、各分野の担当理事・副学長を

リーダーとした推進チームを設置し、各分野の計画についての検討を行った。

各推進チームの計画案と大学全体の計画案を整理・統合する形で、DX 推進

室において４年度末までに素案として計画をとりまとめたものの、「DX 推進

計画」の成案までは至らなかった。当初の予定よりも遅れが生じたことも鑑

み、自己点検・評価は「Ⅱ」の評価とした。 

改善に向けた

取組 

令和４年度の実績や達成状況を踏まえ、令和５年度の運営計画において再

度「DX 推進計画」の確定と計画実施を明記した上で「DX 推進計画」を策定

し、令和５年７月 10 日開催役員会において確定した。「DX 推進計画」の学内

への共有とともに、上記計画に基づき取り組みを実施する。 
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運営計画番号 学生 2-a-1（本学独自の計画に基づく運営計画） 

本学独自の目

標・計画分野・キ

ーワード 

【学生支援】学生の学修・生活に関する支援体制や学修環境の整備（学生から

聴取した意見の施策・業務への反映、学生生活実態調査の見直し、関係部署が

連携した学生支援体制） 

運営計画 教員会議での周知、ライブキャンパス等への掲載により、アクティブスチュー

デントコンテストの申請件数を１２件にする。 

自己点検・ 

評価結果 

「アクティブスチューデントコンテスト」は、学生の力によるキャンパスライフ

の活性・充実を企画・実行するため財政支援を行う「キャンパスライフ活性化

事業」と、大学の改革につながる取り組みやアイディアを募集する「大学改革

アイディアコンテスト」とを、平成 30 年度の福島大学創立 70 周年を記念し、

一本化して開始した事業で、選考された学生企画については、審査の上、賞状

と副賞が授与される。令和４年度は、第３期中の応募状況・応募件数を踏ま

え、申請件数の目標を 12 件とし、複数回募集を行ったが、応募は各部門１件

ずつ（合計２件）あったものの、目標の件数には至らなかったため、自己点検・

評価は「Ⅱ」の評価とした。 

改善に向けた

取組 

令和４年度の実績を踏まえ、担当部局において検討した結果、学生の大学

生活が多忙であると同時に、その多様な場面で学生目線による意見発出がな

されていると想定されること、コロナ禍で学生生活を支援する意図もあった

副賞（大学生協カードへのチャージ又は図書カード）は、コロナ禍が落ち着き

多くの学生がアルバイト等を再開していることから、当該事業の役割は一定果

たしたと判断し、令和５年度以降は事業を廃止することとした。 

なお、コンテスト形式としての事業は取りやめるが、学生目線のアイディア

を聴取する機能（機会）も探りたい。 
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Ⅲ．優れた取り組み・特色ある取り組み 

  令和４年度運営計画に関する本学の取り組みのうち、優れた取り組み・特色ある取り組

みと判断したものを以下に記す。 

○福島大学全学センターの設置（令和４年４月）

（地域未来デザインセンター、キャリアセンター、教職課程センター）

福島大学では、本学の使命である「福島大学ミッション 2030」に基づき、10年後を

見据えた人材育成を行うとともに、地域と協働し、これからあるべき社会の姿を共に探

求する場として、令和４年４月に以下の全学３センターを設置した。 

■地域未来デザインセンター

地域と連携した教育及び研究を支援し、地域の課題解決やイノベーション創出で

今まで以上に地域創生に寄与することを目的として、既存の２センターを発展的に

統合し、新たに設置された。 

センターには、学内外の研究者、中小・ベンチャー企業、起業家、学生等の交流に

より創造的活動を展開する共創拠点施設「イノベーションコモンズ」、大学の持つ知

見を提供し、研究の高度化・地域創生の事業開発等に貢献するための施設「インキュ

ベーションルーム」を備え、地域課題解決やイノベーション創出の場として提供して

いる。 
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■キャリアセンター

学生の多様なキャリア形成を図り、各人が納得した進路決定を支援するため、学類

４年間＋大学院の一貫したキャリア教育と支援を行うための「キャリアセンター」を

設置した。また、キャリア教育・支援方策の一つとして、福大生・卒業生中心の組織

「フクダイキャリさぽズ☆彡」を設置し、在学生のキャリア形成及び進路・就職の選

択に関わる活動を支援するとともに、学生の意見やニーズをセンター事業に反映し、

在学生に還元する仕組みを構築した。令和４年度は企業側の採用意欲の高まりを受

け、多様な業種に人材を輩出し、就職率は 98.2%となった。 

■教職課程センター

「福島大学ミッション 2030」の基本理念で示された教員養成の目標に基づき、質の高

い教育者養成の高度化を図り、ICT活用等を指導できる人材の育成を目指し、全学的な

観点から教職課程の内部質保証及び運営を行うセンターとして新たに設置された。 

令和４年度は、センター主催による「教職 FD研修会」の開催（令和４年 10月：ハイ

ブリッド形式）及び FD研修会を踏まえた教職 FDアンケート調査（令和４年 10月～11

月実施）を行うなど、教職課程の内部質保証の活動を実施した。また、関係機関等との

連携についても、各教育委員会や学校法人との連携・交流を行い、学内においても、セ

ンターと教職実践研究科（教職大学院）、附属学校園による改革推進会議を開催し、カ

リキュラム上の協力関係を促進している。
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○福島大学の将来像の発信の取組

・大学院再編についての発信（令和４年６月～令和５年２月）

本学では、東日本大震災・原発事故からの復興・再生や、新しい社会作りを担う高度

専門職業人（イノベーション人材）を養成するため、令和５年度の大学院再編に向けて

令和４年度から審議・検討を行ってきた。本学の理念に基づく大学院再編の目的や概要

等を、令和４年６月１日開催の定例記者会見において学長から説明を行ったほか、８月

～10月に福島県内各所で開催した「地域未来フォーラム 2022」における大学院再編全

体像の発信、令和５年２月には、イノベーション人材養成のための新研究科の新たな教

育プログラムに関して、養成する人材像と大学院全体及び各研究科のカリキュラムの

説明と新研究科の PR を行う記者会見を行った。
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・地域未来フォーラム 2022 の開催（令和４年８月～10 月）

福島大学の研究・地域連携活動の成果を、産業界・自治体・NPO・学校関係者および

地域へ発信し、相互の意見交換の場を設けるとともに、地域未来デザインセンターと新

大学院の全体像について紹介し、福島大学をアピールする「福島大学地域未来フォーラ

ム 2022」を福島県内４地区（いわき市、会津若松市、郡山市、福島市）で開催した（来

場者累計 515 名）。 

令和５年４月には新大学院を設置し、福島県の農業再生を加速させる「食農科学研究

科」を新設するとともに、教職大学院を「教職実践研究科」として独立させ、人文系・

社会系の既存３研究科を「地域デザイン科学研究科」へと統合し、「共生システム理工

学研究科」については学際的研究を強化した。 

 これまでの常識や慣例にとらわれることなく、確かな課題意識と豊かな想像力と着

実な実践力をもって、地域および世界の 21世紀的課題に果敢に挑み社会に変革をもた

らす、「イノベーション人材」を養成していく。 

地域未来フォーラム 2022 ポスター 
（上）各学類・研究科パネル展示 

（下）多くの参加者で熱気あふれる会場 
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○食農学類附属発酵醸造研究所の取り組み

  食農学類附属発酵醸造研究所では、福島の寒冷気候でも良好に生育し、収穫が期待でき

る酒米品種変異株を選抜し、地域農業法人と連携し、日本酒醸造用の米を収穫した。また、

収穫した試験系統酒米を用いて、地域の酒造会社と連携して日本酒を試験醸造した。さら

に、令和５年４月には、しぼりたての新酒「食農学類－壱」として、福島大学生協を通じ

て限定販売を行った。 
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○「放射線科学専修プログラム」等による放射線教育の成果

   福島大学では、東日本大震災以降、理工系学生が各自の専門分野を基軸とした上で、放

射線について科学的に理解し実践的に対応することができるようになるための教育プロ

グラムとして、「放射線科学専修プログラム」の設置や、地域課題としての廃炉工程に目

を向けるための現地視察などに積極的に取組んできた。その結果、卒業研究として放射線

に関連づけたテーマを選択する学生や、国家資格である放射線取扱主任者取得のための

試験を積極的に受験する学生が増大するなど、専門教育との相乗効果が現れる等の成果

があった。 

これらの成果から、日本工学教育協会から放射線教育への取組みが認められ、本学の放

射線教育を牽引してきた共生システム理工学類の高貝慶隆教授・山口克彦教授が工学教

育賞（文部科学大臣賞）を受賞し、令和４年９月に表彰された。 

【参考】学生向けパンフレット「廃炉について考える～地域の課題に目を向けよう～」 

 http://www.sss.fukushima-u.ac.jp/phys/ 

（左）山口教授 （中央）三浦学長 （右）高貝教授
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○「C1 Project」による英語力向上の取り組みと成果

国際交流センターは、グローバル特修プログラムの一環として、また、新型コロナウイ

ルスの影響により制限された活動を補完しさらにそれ以上の学修環境を提供するため、

令和２年 10 月から「C1 Project」（※1）を開講し、全学類・研究科の学生を対象に、自

主的に英語学習に取り組める環境を提供している。その結果、「C1 Project」の目標であ

る CEFR C1 レベルのスコアを取得した経済経営学類４年の２名が日本学生支援機構の国

費による給付型奨学生（海外留学支援制度 大学院学位取得型）に採用された（人文・社

会科学修士分野で全国 250名の応募者から合格者は 67名）。 

この奨学金は高い専門性だけでなく、世界を舞台に活躍するために必要な CEFR C1 レ

ベルを取得することが応募の必須条件である。留学終了後、日本の国際競争力の強化や国

際社会への知的貢献に資する活動を行うことが期待される。 

※1「C1 Project」

CEFR C1レベルの試験スコア取得を目標に、英語圏の大学や大学院での学習と研究に

必要な４技能を徹底的に鍛えるインタラクティブな自主学修プログラム科目。有志に

よる勉強会として始まり、令和２年度より制度化し、令和４年度後期までの履修者のう

ち５名が C1 を達成。 
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○ウクライナ人研究者の研修受入れ及び研究機材の供与（令和４年度）

環境放射能研究所（IER）では、令和４年８月から令和５年２月までの期間、人材育

成の一環として、ウクライナから２名の研究者（令和４年８月から令和４年 12月：ウ

クライナ国立科学アカデミー原子力研究所研究員 １名、令和４年 12 月から令和５年

２月：ウクライナ国立生命環境科学大学農業放射線研究所ジュニアリサーチャー １名）

を受け入れ、研修を実施した。 

SATREPS（地球規模課題対応国際科学技術協力）による「チョルノービリ災害後の環

境管理支援技術の確立」（チョルノービリプロジェクト）をテーマとして、筑波大学・

福島県立医科大学とともにウクライナ（３政府機関・12 研究機関）と共同で研究活動

を行ってきたが、ロシアによるウクライナ侵攻により、ウクライナの共同研究機関が大

きな被害を受けていることから、上記プロジェクトによる人材育成の一環として、技術

研修員の受入を行った。 

また、研究の大前提となる放射線モニタリングに必要な基礎的機材やコンピュータ

ーが被害を受けたため、ウクライナでの研究知性の復旧を目指し、チョルノービリに研

究拠点を置く４共同研究機関へ、約 20種類・のべ約 100台の機材、総額約 2,000万円

を追加供与することとした。このうち一部機材について、令和４年８月 19日にオンラ

インにより引き渡し式が行われた。

このプロジェクトは令和５年３月で区切りとなったが、共同研究を通じたネットワ

ークと強い信頼関係を生かし、原発事故で被災した地域の研究者同士で今後も連携し

ていく。 

供与機材引き渡し式 
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中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【1-1-1】令和４年度入学生から
の「地域実践特修プログラム」修
了者数が毎年１００名程度

入学者ガイダンス等で地域実践
特修プログラムについて周知す
る。新カリ生の卒業年度にあた
るため、地域実践教育部会等で
地域実践特修プログラムの履修
状況を踏まえプログラム内容・履
修基準を確認・修正する。

入学者ガイダンス等で地域実践特修プログラ
ムについて周知した。
新カリ生の卒業年度にあたるため、地域実践
教育部会で地域実践特修プログラムの履修
状況を踏まえ、プログラム内容・履修基準を確
認し、総単位数は変更しないが科目区分の内
訳の変更を緩やかとする修正を行った。プロ
グラム修了者数は１０５名であった。

Ⅲ

【1-1-2】「むらの大学」を４拠点
設定し、令和７年度までにおおむ
ね１２０名の学生が受講

「むらの大学」３拠点（川内・南相
馬・大熊）を設定し、計６０名が受
講する。

昨年度に続き「むらの大学」を３拠点で開講し
た（川内・南相馬・大熊）。各地域２３名、計６９
名が受講している。２３名という人数は新型コ
ロナ禍における大型バス使用状況（密を避
け、隣席をあける）より決定した。
いずれの地域も順調に実施され、１月下旬に
地域ごとに現地報告会を開催した。

Ⅲ

【1-1-3】大学院修士論文または
特定の課題についての研究の
成果のうち、地域課題をテーマと
したものの件数が第３期中期目
標期間の平均（１５件）から５％
増加（１６件）（全学）

第３期の各研究科地域課題を
テーマとした「修士論文」「特定課
題研究」の実績を調査する。

第３期の地域課題をテーマとした修士論文・
特定課題研究の実績を調査した。第３期の平
均値が１５件と判明したため、第４期の目標値
となる指標は１５件から５％増の１６件が目標
値となる。
令和４年度のデータに基づき、地域課題を
テーマとした修士論文、特定課題研究の実績
調査をした結果、令和４年度は目標値１６件
／実績値２２件で目標値を達成することがで
きた。

Ⅲ

【1-2】ふくしま市産官学連携プ
ラットフォーム、アカデミアコン
ソーシアムふくしま等を通じ、関
係自治体、地域企業等との連携
を強化し、地方創生に資する活
動を促進する。

【1-2-1】地方創生に関する外部
資金の総獲得件数が、関係自治
体、地域企業等と「福島大学地
域未来デザインセンター」の連携
等により、第３期中期目標期間
から、第４期中期目標期間末ま
でに５％増加（全学）

地域連携の拠点となる「福島大
学地域未来デザインセンター」を
設置し組織整備を進めるととも
に、同センターで外部資金・人材
を受け入れる体制の準備を行
う。また、地方創生に関する外部
資金（受託研究、共同研究）獲得
のため、情報発信などの取組み
を行う。

福島大学地域未来デザインセンターを設置
し、２名の特任教員を採用するとともに、自治
体職員、企業等からの人材を受け入れる体制
の準備を行った。また、地域の様々なステーク
ホルダーと意見交換を行う場として「イノベー
ションコモンズ」の設置工事を完了した。
さらに、同センターの情報発信として、ホーム
ページを開設するとともに、福島県内４会場で
開催された福島大学地域未来フォーラム２０２
２、教員と学生による福島県内を対象とした地
域活性化活動の公開報告会の機会を活用し
た広報を行った。

Ⅲ

中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【2-1-1】令和４年度に「福島大学
地域未来デザインセンター」を設
置するとともに、令和５年度まで
に同センター内で地域の様々な
ステークホルダーと意見交換を
行う体制を整備しつつ、第４期中
期目標期間内に、教育研究等を
通じて成果を還元（全学）

福島大学地域未来デザインセン
ターを設置し組織整備を進める。
また、同センター内で地域の
様々なステークホルダーと意見
交換を行う体制の準備を行う。

福島大学地域未来デザインセンターを設置
し、新たに２名の特任教員を採用した。
また、同センター内で地域の様々なステーク
ホルダーと意見交換を行う場として「イノベー
ションコモンズ」の設置工事を完了した。

Ⅲ

【2-1-2】地域からの相談件数、
受託研究、共同研究の平均件数
が第３期中期目標期間の平均件
数から１０％増加（１２７件）（全
学）

【地域からの相談件数】
福島大学地域未来デザインセン
ターにおいて、地域との相談や
意見交換の場を検討する。ま
た、地域からの相談件数増加の
ため、情報発信などの取組みを
行う。
【地域からの受託研究・共同研
究獲得】
地域からの受託研究、共同研究
の平均獲得件数を第３期中期目
標期間の平均件数から１０％増
加（１２７件）させるため、これま
での取り組みを踏まえて、新たな
方策を検討するとともに、本学教
員向けに知財クリニックを開催
し、各種展示会の情報を収集し
有効な展示会へ積極的に参加
する。

【地域からの相談件数】
福島大学地域未来デザインセンターにおい
て、地域との相談や意見交換を行う場として
「イノベーションコモンズ」の設置工事を完了し
た。また、地域からの相談件数増加のため、
情報発信などの取組みとして、ホームページ
を開設するとともに、福島県内４会場で開催さ
れた福島大学地域未来フォーラム２０２２、教
員と学生による福島県内を対象とした地域活
性化活動の公開報告会の機会を活用した広
報を行った。
【地域からの受託研究・共同研究獲得】
知財クリニックの開催や展示会出展により、地
域からの相談件数、受託研究、共同研究の平
均件数は目標値１２７件／実績値２５１件で目
標値を達成することができた。

Ⅲ

Ⅳ 令和４年度運営計画の実施状況

＜中期目標＞
【1】人材養成機能や研究成果を活用して、地域の産業（農林水産業、製造業、サービス産業等）の生産性向上や雇用の創出、文化の発展を牽引し、地域の
課題解決のために、地方自治体や地域の産業界をリードする。

【2-1】人文社会科学及び自然科
学分野の知見を用いて「新しい
地域社会づくり」を目指す「福島
大学地域未来デザインセンター」
の設置等により、アクション・リ
サーチ型の地域貢献を行う。ま
た、社会問題の解決に資する取
組みや情報を発信することで知
的・人的・財政的交流を広げ、課
題解決に向け、ステークホル
ダーと協働する。

【1-1】震災復興の知見を生かし
た２１世紀的課題への取組み、
問題解決型の教育及び研究を
推進することで、地域課題解決
に寄与する人材を育成する。そ
のために、全学特修領域「地域
実践特修プログラム」等を活用し
た人材養成機能を強化する。

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事項
１ 社会との共創

＜中期目標＞
【２】我が国の持続的な発展を志向し、目指すべき社会を見据えつつ、創出される膨大な知的資産が有する潜在的可能性を見極め、その価値を社会に対して
積極的に発信することで社会からの人的・財政的投資を呼び込み、教育研究を高度化する好循環システムを構築する。

Ⅳ：運営計画を上回って実施している　　Ⅲ：運営計画を十分に実施している
Ⅱ：運営計画を十分には実施していない　Ⅰ：運営計画を実施していない

※下線部は、令和４年度における評価指標の達成状況に関する記載
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中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【3-1-1】令和５年度に「福島大学
の新教育制度２０２３」を策定

「福島大学新教育制度２０１９」
の積み残しの課題について整理
し、整理した課題について拡大
教育推進機構会議、全学教務協
議会、基盤教育委員会で検討す
る。

「新教育制度２０１９」の積み残しの課題を精
査し、緊急に対応すべき問題として数理・デー
タサイエンス・ＡＩ教育必修化への対応、地域
実践特修プログラムの履修基準の見直し等に
ついて、履修基準表の改訂等を行った。また、
課題整理をまとめた「福島大学の新教育制度
２０２３」を策定し、基盤教育委員会、全学教務
協議会、教育研究評議会等に対し提起した。

Ⅲ

【3-1-2】「学類を超えたプロジェ
クト学修（協働プロジェクト学
修）」を１４件設定し、令和７年度
までにおおむね７０名の学生が
参加

「学類を超えたプロジェクト学修
（協働プロジェクト学修）」を８件
設定し、計４０名の学生が参加。

「学類を超えたプロジェクト学修（協働プロジェ
クト学修）」を８件設定したが、うち１件は受講
希望者が少なかったため、担当教員と相談し
今年度閉講とし、７件を開講した。
計５２名の学生が参加し、いずれのプロジェク
トも概ね順調に実施され、学内報告会を実施
した。

Ⅲ

【3-2-1】企業等ステークホル
ダーと連携し、調査、分析を継続
して２年度ごとに実施

渉外部門において、ステークホ
ルダーのうち、福島県内の企業
等にターゲットを設定し、調査項
目の洗い出しを行い、試行調査
を行う。

企業等303社に対して雇用者アンケートを送
付し、その結果の分析等を開始した。また、企
業訪問から得た情報をとりまとめ、学内専用
システムにより学生にタイムリーに企業情報を
周知した。
さらに保護者との懇談会での意見を踏まえ、
一部学類の令和５年度入学式後の保護者へ
の説明会において、保護者に対し、直接キャ
リアセンターの支援内容を周知することができ
た。

Ⅲ

【3-2-2】キャリア教育とキャリア
支援の連携を強化することによ
り、９６％程度の就職率を維持

学生の属性をふまえた福島大学
の就職率の分析を行う。

学生の属性をふまえた福島大学の就職率の
分析を行うため、教育推進機構の下に数学ＩＲ
検討ＷＧ（アドミッションセンター、高等教育企
画室、キャリアセンター）を設置し、課題（デー
タの紐づけ）について検討した。
令和４年度の就職率は９８．２％であった。

Ⅲ

【3-3-1】教員免許登録者全員に
対し、教職履修カルテを活用した
面談を毎年度行い、教職に就く
意思確認を実施

１年生向け教職登録ガイダンス
にむけて、新教職履修カルテシ
ステムの構築と使用方法マニュ
アルを策定する。

全ての学類で統一した「教職履修カルテ」を活
用して２年次以降の教職履修の支援について
検討した結果、教職課程の内容や特に教育
実習の時期に違いがあるため、「自己評価」
実施時期と設問内容を決定し、その記載方法
についても検討することができるなど新カルテ
システムの使用方法に関するマニュアルも併
せて準備を進めた。

Ⅲ

【3-3-2】福島大学教職課程セン
ター、教職大学院、附属学校園
による改革推進会議（仮称）を毎
年度開催し、地域の課題につい
て把握・分析するなど、カリキュ
ラム上の協力関係を促進

改革推進会議（仮称）を開催す
る。附属学校園の働き方改革と
教職大学院の年間活動等を考
慮して会議の在り方、内容等に
ついて意見交換を行う。

改革推進会議（仮称）を２回開催し、附属四校
園として今後できること、大学や教職大学院と
の連携の可能性についても全体で意見を交
流し今後の見通しを共有した。

Ⅲ

【3-3-3】三者共催による合同研
究会を毎年度実施

附属四校園協議会などで夏季研
修会の在り方、その他行事にお
ける教職大学院との連携方法や
課題について情報交換を行う。

８月に開催した夏季研修会には９５人参加し、
うち教職大学院関係者として７名、教職課程
センター関係者として８名が出席し、ＳＴＥＡＭ
教育について研修を行った。１１月に行われた
人間発達文化学類長を議長とする附属学校
園運営協議会にて、「大学と附属学校との連
携に関すること」を議題とし、情報交換が行わ
れた。

Ⅲ

＜中期目標＞
【３】国や社会、それを取り巻く国際社会の変化に応じて、求められる人材を育成するため、柔軟かつ機動的に教育プログラムや教育研究組織の改編・整備を
推進することにより、需要と供給のマッチングを図る。

２ 教育

【3-1】２０１９年のカリキュラム改
革で実現すべき教育目標「問題
解決を基盤とした教育」と教育体
制を明らかにした「福島大学の
新教育制度２０１９」による新カリ
キュラムが２サイクル目となるに
際し、地域社会のニーズに応じ
た取組みを強化するため、教育
推進機構において「福島大学の
新教育制度２０２３」を策定し、
「問題解決を基盤とした教育」へ
の転換を加速させる。
また、新構想大学院でのカリキュ
ラムの構築や見直し、組織改編・
整備を行うとともに、本学の内部
質保証システムに基づいて点
検・評価を行い、柔軟かつ機動
的で実効性の高い教育プログラ
ム運営を行う。

【3-2】「福島大学キャリアセン
ター」を設置することにより、社会
のニーズの把握、自治体や企業
等との連携強化、就職傾向の分
析等を行う。それを基に、学類・
大学院を通したキャリア教育と
キャリア支援を行い、社会で活
躍する人材を養成する。

【3-3】少子化や社会の変化等に
対応できる資質を備えた教員の
養成を行うため、全学組織として
「福島大学教職課程センター」を
設置する。これにより、教員養成
の内部質保証体制を確立すると
ともに、全学共通の質の高い教
員養成システムを確立し、個々
の学生にふさわしい学びを支援
することで、教員としてのキャリ
アにつなげる。
また、福島大学教職課程セン
ター、教職大学院、附属学校園
が一体となった改革を促進し、取
組みを協働で行うことにより、学
生や教職大学院生の学びにつ
なげる。
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中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【4-1-1】令和５年度に「福島大学
の新教育制度２０２３」を策定（３
－１－１の再掲）

「福島大学新教育制度２０１９」
の積み残しの課題について整理
し、その検討について拡大教育
推進機構会議、全学教務協議
会、基盤教育委員会で提起す
る。

「新教育制度２０１９」の積み残しの課題を精
査し、緊急に対応すべき問題として数理・デー
タサイエンス・ＡＩ教育必修化への対応、地域
実践特修プログラムの履修基準の見直し等に
ついて、履修基準表の改訂等を行った。また、
課題整理をまとめた「福島大学の新教育制度
２０２３」を策定し、基盤教育委員会、全学教務
協議会、教育研究評議会等に対し提起した。

Ⅲ

【4-1-2】数理・データサイエンス・
ＡＩ教育の必修科目において、授
業開始時・終了時に共通の自己
評価調査を実施し、７割以上の
学生のスキルが向上しているこ
とを確認（全学）

令和５年度数理・データサイエン
ス・ＡＩ教育の必修化に向けて、
データサイエンス教育部会を設
置し、データサイエンス教育プロ
グラムを構築する。また、数理・
データサイエンス・ＡＩ教育プログ
ラム認定制度（リテラシーレベ
ル）に申請する。

データサイエンス教育部会を設置し、データサ
イエンス教育プログラムの構築を構築した。ま
た、数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム
認定制度（リテラシーレベル）に申請し、認定さ
れた。 Ⅲ

【4-2-1】第４期中期目標期間の
初年度から最終年度までの間
に、学際的な授業科目や教育プ
ログラムを新規に５科目以上開
設（全学）

全学開講の基盤教育科目で１科
目開設するとともに、各学類で１
科目開設することを全学教務協
議会で議論・決定するとともに、
今後の計画提出を求める。

各学類において、「ＳＴＥＡＭ教育に関する授
業」（人文）、「コース横断型問題探究セミナー
Ⅱ・Ⅲ」（行政）、「ＳＤＧｓと経営」（経済）、「地
域と世界の未来をつくる科学」（理工）、「人・
食・環境・生物の共生関係（仮）」（食農）を学
際的な授業科目や教育プログラムとして計画
している。

Ⅲ

【4-2-2】地域その他と連携・共
同運営している教育プログラム
を毎年度８０名が修了（全学）

基盤教育委員会、全学教育推進
機構において「地域その他と連
携・共同運営している教育プログ
ラム」を構成する科目を選定す
る。

「地域その他と連携・共同運営している教育プ
ログラム」として、人間発達文化学類において
開講されている「自然体験学校１９名」と「地域
教育実践Ⅰ・Ⅱ１０名」、経済経営学類におい
て開講されている「租税法概論８３名」、「地域
金融論２１１名」、「証券市場論８１名」、「財務
諸表監査１７名」、「コーオブ演習３９名」を選
定し、合計４６０名が修了した。

Ⅲ

【4-2-3】卒業時に指導教員が学
位授与の方針（ＤＰ：ディプロマ・
ポリシー）において示されている
諸能力の獲得状況を評価する仕
組みを作り、７割の学生が０から
４の５段階で平均３．０以上を獲
得（全学）

令和４年９月末までに全学教務
協議会で制度を作り、周知の
上、卒業時の令和５年２月に実
施する。

学術情報統合システム「Ｌｉｖｅ　ＣａｍｐｕｓＵ」の
機能のひとつとして「Ｌポートフォリオ」（学修
ポートフォリオ）を設置し、卒業時に指導教員
がＤＰにおいて示されている諸能力の獲得状
況を評価する仕組みを構築し、運用を開始し
た。

Ⅲ

中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【5-1-1】第４期中期目標期間の
大学院修士課程（博士前期課
程）収容定員充足率が、第４期
中期目標期間終了時点におい
て、少なくとも９０％以上に向上
（全学）

・大学院修士課程（博士前期課
程）再編に係る設置関係手続を
行う。
・大学院修士課程（博士前期課
程）に係る広報活動及び学生募
集を行う。

設置関係手続を経て、新設となる地域デザイ
ン科学研究科及び教職実践研究科について
は１０月、食農科学研究科については９月の
定例記者会見で設置について発表し、学生募
集を開始した。各研究科・専攻による説明会
等の活動のほか、全学的な取組として、①各
研究科の特色等を紹介する「研究科案内」の
作成、②大学院再編パンフレットの作成、③大
学院Ｗｅｂサイト及び学生インタビュー動画の
作成、④福島県内４地区での「福島大学地域
未来フォーラム２０２２」の開催（来場者累計５
１５名）、⑤２月に新たな教育プログラムに関
する記者会見などの広報活動を実施した。

Ⅲ

【5-1-2】新構想大学院におい
て、ステークホルダーからの意見
を聴取する仕組みを構築し、外
部の意見を運営や教育プログラ
ム等の改善に反映

・ステークホルダーからの意見を
聴取する仕組みとして、複数案
を検討し、効率的な意見聴取の
方法を整理する。

全学及び地域未来デザインセンターそれぞれ
において、ステークホルダーからの意見を聴
取する仕組みや体制を構築する計画を策定し
た。効率化の観点から、大学院のみを対象と
する仕組みを新たに構築するのではなく、これ
らの枠組みを活用することとし、併せて各研究
科においても地域ニーズを把握する仕組みを
構築することについて、教育研究評議会にお
いて確認した。

Ⅲ

【5-1-3】第４期中期目標期間の
初年度と最終年度を比較して、
修士課程（博士前期課程）学生
一人当たりの学会等での成果発
表件数が増加

・「学会等」及び「成果発表」の範
囲を決定する。
・成果発表件数の集約方法を関
係課室と協議・決定する。
・毎年度の成果発表件数の集約
に向けた試行として、令和３年度
の成果発表件数を集約するとと
もに、当該件数を基礎資料として
目標値の仮設定を行う。

「学会等での成果発表の範囲」及び「成果発
表件数の集約方法」を決定し、令和３年度実
績を基にした施行は各研究科において対応す
ることとした。目標値については令和４年度件
数の２５％増とする考え方を整理し、各研究科
と共有した。

Ⅲ

＜中期目標＞
【４】特定の専攻分野を通じて課題を設定して探究するという基本的な思考の枠組みを身に付けさせるとともに、視野を広げるために他分野の知見にも触れるこ
とで、幅広い教養も身に付けた人材を養成する。（学士課程）

【4-1】問題解決を基盤とした教
育プログラムを強化し、エビデン
スに基づいて課題解決に取り組
むことのできる人材を養成する。
そのために、基盤教育カリキュラ
ムの見直しを行い、数理・データ
サイエンス・ＡＩ教育を全学類生
に対して必修化するとともに、専
門教育においても、学類ごとの
必要性に応じたＩＣＴ技術を用い
た教育プログラムを構築する。

【4-2】地域に根ざす総合大学と
して、学際的な教育プログラム並
びに地域住民、地域社会、近隣
の組織との連携により特定の課
題を解決する授業科目及び教育
プログラムを設定し、提供するこ
とで、広い視野を持ち、課題を掘
り下げ探究する人材を養成す
る。

＜中期目標＞
【５】研究者養成の第一段階として必要な研究能力を備えた人材を養成する。高度の専門的な職業を担う人材を育成する課程においては、産業界等の社会で
必要とされる実践的な能力を備えた人材を養成する。（修士課程）

【5-1】大学院改革を行う中で、定
員充足状況の改善に向けた取
組みを行いつつ、実践的な能力
を備えた人材を養成するため、
多様なステークホルダーとの協
働により、実践的な教育プログラ
ムを実施する。
また、福島県内外の各機関と連
携した分野横断型教育を実践す
ることにより、専門性に加えて学
際性、俯瞰性も備え、他者との
協働による問題解決を可能とす
るトランスファラブルスキル（転
用・応用可能なスキル）を身に付
けたイノベーション人材を養成す
る。
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中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【6-1-1】日本人学生・留学生が
協働で学修するプログラムや本
学の特色を生かした派遣・受入
プログラム、グローバル特修プロ
グラム等による語学力向上のた
めの取組みを第４期中期目標期
間の最終年度までに３つ以上実
施

アフターコロナの状況下におい
ても、実施可能なプログラム等を
行う。

連携６大学間でオンラインを活用し授業交流
を行うプロジェクトの本格開始、交換留学派遣
及び受入プログラムの再開とオンライン授業
開講等の柔軟な対応、本学の特色を生かした
短期プログラム実施やサポート、英語圏の大
学及び大学院での学修と研究に必要な４技能
を徹底的に鍛えるプロジェクト（C1プロジェク
ト）の開講など、各種プログラムを精力的に実
施した。
また、これらの取り組みの結果、日本人学生
と留学生の協働学修の促進、本学の国際交
流人数拡大への貢献、C1レベルを達成した学
生２名が難関の日本学生支援機構の海外留
学支援制度（大学院学位取得型）の奨学生に
採用された。

Ⅳ

【6-1-2】重点交流地域等（欧米、
台湾、マレーシア）の派遣・受入
学生数の合計（短期含む）が第３
期中期目標期間の平均値と比
較して第４期中期目標期間の最
終年度には３０％程度増加（１２
１名）

既存の協定を整理し、重点地域
等の交流人数拡大につながる学
生交流プログラムを再開する。
また、留学フェアを定期的に開催
し、交換留学や海外協定校につ
いての情報発信を積極的に行
う。

新型コロナウイルス拡大後初めて、交換留学
の派遣および受入プログラムを再開させ、派
遣学生数は４６名（前年比約２３倍の増加）、
受入学生数１０３名（前年比とほぼ同数）と、
全体で１４９名（前年比約１．４倍の増加）であ
り、本学の交流人数拡大は順調に進捗した。
一方で、重点地域等の交流人数は、新型コロ
ナウイルス再拡大の影響等により派遣・受入
学生数は９３名で、令和４年度の指標（９８名）
にはわずかに５名足りない結果となった。
また、「留学フェア」の開催回数を増やすなど
積極的に交換留学や海外協定校についての
情報発信を行った。

Ⅲ

中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【7-1-1】第４期中期目標期間の
初年度と最終年度を比較して、
「大学等の「復興知」を活用した
人材育成基盤構築事業」を含
め、研究成果の事業化と社会実
装の合計件数が１０％増加（２
件）

「大学等の「復興知」を活用した
人材育成基盤構築事業」および
関連する研究成果を把握し、そ
れらの事業化と社会実装の事態
を調査点検する。また、それら研
究成果の事業化と社会実装化
の促進策について他の部局・分
野等と連携して検討する。特に、
農業技術（施肥技術、管理技術
など）を策定・開発し企業・団体・
農業者などでの実践や、農産
物・加工品等の特産品を開発し
企業・団体等での製造・販売展
開のために具体的な調査・研究
をする。

研究成果として著書７件、原著論文等４件、シ
ンポジウム講演１件、学会発表６件があった。
また、社会実装した実績が１件あった。
研究成果の事業化と社会実装化については
「復興知プロジェクトチーム会議」を１１回開催
して随時検討するとともに、実務担当者と連携
して促進策を検討した。

Ⅲ

【7-1-2】「大学等の「復興知」を
活用した人材育成基盤構築事
業」において、模擬授業・公開講
座等を第４期中期目標期間に１
００件程度開講

「大学等の「復興知」を活用した
人材育成基盤構築事業」および
関連する模擬授業・公開講座等
を精選・リストアップし公示ならび
に広報する。また、一部実施す
る。

令和４年度は、模擬授業・公開講座等を精選
しリストアップして、福島大学「復興知」事業の
ホームページで公開した。また、本事業を連携
実施する４市町村（南相馬市、飯館村、大熊
町、川内村）の小・中学校に、模擬授業等の
実施について広報した。模擬授業を１６件、公
開講座（「福島フォーラム」を含む）を６件、計２
２件実施した。

Ⅲ

【7-1-3】第４期中期目標期間の
初年度から最終年度までの間に
福島国際研究教育機構に関連
する研究課題に２件以上取り組
み、本学が福島国際研究教育機
構への参画構想で示した、福島
を研究フィールドとする地域創造
研究を推進

福島国際研究教育機構は、令和
４年８月２６日にとりまとめられた
「新産業創出等研究基本計画
（内閣総理大臣決定）」に基づ
き、日本や世界の抱える課題、
地域の現状等を勘案した５分野
の先行研究を公募した。本学
は、地元の国立大学として国家
プロジェクトの先行研究公募に
積極的に取り組み、１件以上の
採択を目指し、福島復興に貢献
する。

福島国際研究教育機構に関する本学の担う
役割に向けた取組みについては、今年度当初
に研究担当副学長の下に推進チームを設置
し、復興庁をはじめ関係省庁、関係国公立大
学、福島県、関係市町村ともに数多くの交渉・
調整を重ねてきた。
新産業創出等研究基本計画に基づき、日本
や世界の抱える課題、地域の現状等を勘案し
た先行研究に応募した結果、２件採択（①第２
分野：農林水産分野調査、②第１分野：ロボッ
ト技術の研究開発）に繋がり、目標値第４期中
２件／実績値令和４年度２件で目標値を達成
することができた。

Ⅲ

＜中期目標＞
【６】学生の海外派遣の拡大や、優秀な留学生の獲得と卒業・修了後のネットワーク化、海外の大学と連携した国際的な教育プログラムの提供等により、異なる
価値観に触れ、国際感覚を持った人材を養成する。

【6-1】震災後の福島県の現状認
識・発信・相互交流を重視する
「国際教育のふくしまモデル」の
更なる充実を図りながら、オンラ
インやブレンデッド教育等を取り
入れた、日本人学生・留学生が
協働で学修するプログラムの開
発を行い、重点交流地域の派
遣・受入留学生数を増加させる。
また、グローバル特修プログラム
等による語学力向上のための学
修環境を提供し、全学的に多種
多様な派遣・受入プログラムの
開発と提供を行うことで、国際感
覚を持った人材を養成する。

＜中期目標＞
【７】地域から地球規模に至る社会課題を解決し、より良い社会の実現に寄与するため、研究により得られた科学的理論や基礎的知見の現実社会での実践に
向けた研究開発を進め社会変革につながるイノベーションの創出を目指す。

【7-1】福島イノベーション・コース
ト構想による「大学等の「復興
知」を活用した人材育成基盤構
築事業」に全学として参画し、上
記事業における復興支援研究成
果の社会横断的総合化や社会
実装化、多様な人材育成事業を
展開する。また、復興庁により設
置が検討されている「国際教育
研究拠点」に参画し、第一次産
業の活性化と社会基盤の整備を
軸とした多分野にわたる研究を
展開するとともに、広域的に地域
再生や社会変革につながるイノ
ベーションを推進する。

３ 研究
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中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【7-2-1】福島県の重点課題に応
える社会実装件数について、第
４期中期目標期間中に年平均２
件以上の成果（全学）

【社会実装】
福島県の重点課題に応える社会
実装件数について、第４期中期
目標期間中に年平均２年以上の
成果を挙げるため、これまでの
取り組みを踏まえて、新たな方
策を検討するとともに、本学の強
みとなる重点研究分野「ｆｏＲプロ
ジェクト」やプロジェクト研究所等
を活用し、地域課題解決のため
の研究を継続して推進する。
※『７－１－１＿「復興知」は活用
した人材育成基盤構築事業』は
重複を避けるため対象外。

ｆｏＲプロジェクトやプロジェクト研究所の活用
により地域課題解決のための研究を継続して
推進し、福島県の重点課題に応える社会実装
は３件の成果を上げ、目標値を達成すること
ができた。

Ⅲ

【7-2-2】企業との共同出願の基
盤となる活動として、地域からの
相談件数、受託研究、共同研究
の平均件数が第３期中期目標期
間の平均件数から１０％増加（１
２７件）（全学）

【地域からの相談件数】
福島大学地域未来デザインセン
ターにおいて、地域との相談や
意見交換の場を検討する。ま
た、地域からの相談件数増加の
ため、情報発信などの取組みを
行う。
【地域からの受託研究・共同研
究獲得】
地域からの受託研究、共同研究
の平均獲得件数を第３期中期目
標期間の平均件数から１０％増
加（１２７件）させるため、これま
での取り組みを踏まえて、新たな
方策を検討するとともに、本学教
員向けに知財クリニックを開催
し、各種展示会の情報を収集し
有効な展示会へ積極的に参加
する。（２－１－２の再掲）

（2-1-2の再掲）
【地域からの相談件数】
福島大学地域未来デザインセンターにおい
て、地域との相談や意見交換を行う場として
「イノベーションコモンズ」の設置工事を完了し
た。また、地域からの相談件数増加のため、
情報発信などの取組みとして、ホームページ
を開設するとともに、福島県内４会場で開催さ
れた福島大学地域未来フォーラム２０２２、教
員と学生による福島県内を対象とした地域活
性化活動の公開報告会の機会を活用した広
報を行った。
【地域からの受託研究・共同研究獲得】
知財クリニックの開催や展示会出展により、地
域からの相談件数、受託研究、共同研究の平
均件数は目標値１２７件／実績値２５１件で目
標値を達成することができた。

Ⅲ

【7-2-3】第３期中期目標期間と
比較して、大学発ベンチャー起
業支援件数が１０％増加（１２
件）

【ベンチャー支援】
第３期中期目標期間と比較し
て、大学発ベンチャー起業支援
件数を１０％増加させるため、こ
れまでの取り組みを踏まえて、
新たな方策を検討するとともに、
東北地域ベンチャー支援エコシ
ステム連絡協議会に参画し、大
学発ベンチャー企業の創設や起
業人材育成、アントレプレナー
シップを有する人材の育成に取
り組む。

みちのく大学発スタートアップ共創プラット
フォーム事業（ＭＡＳＰ）への参画、「大学発イ
ノベーティブ・ベンチャー創出事業」の実施な
どにより、大学発ベンチャーの起業支援は令
和４年度の目標値２件／実績値５件で目標値
を達成することができた。

Ⅲ

【7-2-4】若手研究者交流会、研
究・地域連携成果報告会、学類・
専攻等の交流会等を毎年度開
催し、共同研究促進に向けたグ
ループ研究の紹介、支援や手続
きを実施（全学）

【異分野間交流】
若手研究者交流会、研究・地域
連携成果報告会、学類・専攻等
の交流会等を毎年度開催し、共
同研究促進に向けたグループ研
究の紹介、支援や手続きを実施
し、本学の特色となる研究を育
成するとともに、異分野間の共
同研究を促進する。

学内での「研究者交流会」、「科研費セミナー」
を開催したほか、ＵＲＡによる申請書の書き方
のコツをまとめたオンデマンド動画の配信も
行った。
また、「地域未来フォーラム２０２２」の機会を
活用して研究成果の報告を行った。

Ⅲ

＜中期目標＞
【７】地域から地球規模に至る社会課題を解決し、より良い社会の実現に寄与するため、研究により得られた科学的理論や基礎的知見の現実社会での実践に
向けた研究開発を進め社会変革につながるイノベーションの創出を目指す。

【7-2】各学類・研究科において、
福島県の重点課題である「環境
放射能の動態解明」、「地域課題
を解決する人材の育成」、「地域
における社会基盤形成」、「再生
可能エネルギー」、「農業の再
生」、「新型感染症等による社会
変容に対する研究」等、本学の
特色となる研究を育成するととも
に、異分野間の共同研究を促進
する。そのために、外部資金獲
得や社会実装の目標を定め、研
究推進機構を中心に具体化す
る。
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中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【8-1-1】研究者一人当たり年２
報以上の論文を発表

成果報告会及び研究活動懇談
会等で研究成果を発表する。

令和４年度の論文発表数は、研究者（教員）
一人あたり年４報であった。その他、「域未来
フォーラム２０２２」や環境放射能研究所成果
報告会などにおいて、広く研究成果や研究活
動の報告を発表した。 Ⅲ

【8-1-2】学内プロジェクトについ
て、部局を越えた共同利用・共
同研究拠点で実施する事業へ毎
年度１件以上参画し、毎年度２
人以上の大学院生が参加

学内他部局の研究者とのプロ
ジェクト研究（大学院生を２人以
上参加）を１件以上申請（企画）
し実施する。

学内他部局の研究者とのプロジェクト研究を３
月までに４件採択した。（大学院生４名）

Ⅲ

【8-1-3】共同利用・共同研究拠
点における海外の関係研究機関
との共同研究を毎年度５件以上
実施

共同利用・共同研究拠点におけ
る海外の関係研究機関との共同
研究を毎年度５件以上採択され
るよう申請する。

共同利用・共同研究拠点における海外の関係
研究機関との共同研究は９件の採択があっ
た。

Ⅲ

【8-2-1】第４期中期目標期間の
初年度から最終年度までの間に
地域の農家や食品企業と連携し
た発酵醸造関連研究課題に取り
組み、地域の農業・食文化に根
ざした研究として、地域の風土
（地質・気候）に適した発酵醸造
素材作物の品種・系統を開発し
て栽培技術を確立し、それを用
いた発酵醸造食品を試作

地域の農家や食品企業と連携し
た発酵醸造関連研究課題に取り
組み、地域の風土（地質・気候）
に適した発酵醸造素材作物の品
種・系統を開発する。（１年目）

（１）福島の寒冷気候でも良好に生育し収穫が
期待できる酒米品種変異株を選抜し、地域農
業法人と連携して日本酒醸造用の米を収穫し
た。収穫した試験系統酒米を用いて地域の酒
造会社と連携して日本酒を試験酒造した。
（２）地域の発酵醸造関連企業と連携してワイ
ン用葡萄樹の生育および病害と葡萄品種およ
び土壌・環境との関連に関する共同研究を開
始した。

Ⅲ

【8-2-2】第４期中期目標期間の
初年度から最終年度までの間に
地域内外の研究機関の人的・物
的資源を活用した発酵醸造関連
研究課題に取り組み、発酵醸造
技術の他分野への展開を視野
に入れた学外の研究機関との共
同研究を開始

地域内外の研究機関の人的・物
的資源を活用した発酵醸造関連
研究課題に取り組み、発酵醸造
技術の水産・畜産業関連分野へ
の展開を視野に入れた学外の研
究機関との共同研究を開始す
る。

①酒造好適米の育種と新品種開発に関する
共同研究（県農業総合センター）、②発酵醸造
食品の素材である大豆の品種と栽培特性に
関する共同研究（県農業総合センター）、③海
産魚種苗生産における人工授精効率と親魚
腸内細菌叢（腸内発酵）との関連性に関する
共同研究（県水産資源研究所）、④発酵素材
作物である多品種大豆の栽培圃場での蛍光
リモートセンシング技術開発に関する共同研
究（豊橋技術大学および大学発農業ベン
チャー企業Ｐｌａｎｔ　Ｄａｔｅ㈱）を開始した。

Ⅲ

【8-3】他大学・研究機関、自治
体、産業界等との組織的な連携
や個々の大学の枠を越えた共同
利用・共同研究・知見活用を加
速させ、教育研究力を高める。

【8-3-1】第４期中期目標期間の
初年度と最終年度を比較して、
他大学・研究機関、自治体、産
業界等との共同研究・論文発表
の合計件数が１０％増加（全学）

【共同研究】
第４期中期目標期間の初年度と
最終年度を比較して、他大学・研
究機関、自治体、産業界等との
共同研究の件数を１０％増加さ
せるため、これまでの取り組みを
踏まえて、新たな方策を検討す
るとともに、メルマガやＴｗｉｔｔｅｒを
活用したタイムリーな情報発信
に努める。
【論文発表】
論文発表の件数を１０％増加さ
せるため、研究力向上アクション
プランにより対策を検討する。

【共同研究】
メルマガやＴｗｉｔｔｅｒの発信、ＵＲＡ面談により、
他大学・研究機関、自治体、産業界等との共
同研究を４４件獲得した。
【論文発表】
第４期期間中の各研究科・専攻（学類）別の研
究業績（査読付き論文、著作）の目標設定値
を決定した。

Ⅲ

＜中期目標＞
【８】国内外の大学や研究所、産業界等との組織的な連携や個々の大学の枠を越えた共同利用・共同研究、教育関係共同利用等を推進することにより、自らが
有する教育研究インフラの高度化や、単独の大学では有し得ない人的・物的資源の共有・融合による機能の強化・拡張を図る。

４ その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項

【8-1】環境放射能研究所におい
て、福島及び世界の被災地域等
の環境放射能の動態とその影響
を多角的に捉え解明するため
に、共同利用・共同研究拠点とし
ての機能を活用し、国内外の関
係研究機関等との連携を促進す
るとともに、学内のプロジェクトと
の協働を進め、環境放射能分野
について、福島を対象とした研究
と福島からの研究の成果を国内
外に発信する。

【8-2】発酵醸造研究所におい
て、地域の農業や食文化に根ざ
した研究を展開するとともに、発
酵技術の水産・畜産業や健康・
医療・工学分野への展開を視野
に入れた関係機関との連携を進
める。
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中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【9-1-1】福島大学附属学校園将
来構想検討会議の答申を基に、
附属学校園改革のロードマップ
を令和５年度までに策定し、改革
を進行

将来構想検討会議での検討内
容について学内関係部署への
説明と理解を求める。附属学校
園改革ワーキング会議のメン
バー等を選定しワーキング設置
の準備を行う。

地域自治体の教育関係者と附属学校園の将
来構想について懇談を行い、附属学校園改革
ワーキングのメンバー選定等の設置準備を進
めた。

Ⅲ

【9-1-2】研究公開等で得られた
知見を、参加者のうち６０％が活
用

令和３年度附属中学校、附属小
学校の研究公開でのアンケート
調査の方法と結果を附属学校園
で共有する。公開授業にて、ＩＣＴ
機器の活用手法など、地域の
ニーズにあった発表を行う。

令和３年度追跡アンケートの反省点を踏ま
え、令和４年度は調査方法をブラッシュアップ
して実施した。ＩＣＴを活用したアンケートを検
討するため、「附属四校園研究アンケート情報
交換会」を開催し、附属四校園教員による追
跡アンケート手法の勉強会を開催した。

Ⅲ

【9-1-3】学類・大学院・附属学校
園の連携の成果として、第４期
中期目標期間に共同研究論文２
０報以上の作成や学会発表等を
実施

附属学校園所属教員の過去の
論文執筆数や学会発表数の実
態調査を行う。
また、実態調査にて、年度内に
まとまる研究を２報以上特定し、
「学校臨床支援センター紀要」や
「福島大学教職実践研究」等へ
の投稿を促す。

附属学校園の連携活動をまとめた「地域・大
学との連携のカタチ（令和４年度）」を元に、研
究活動の聞き取り調査を行った。聞き取り調
査結果を附属四校園で共有し、令和９年度ま
での論文数の執筆計画について検討を行っ
た。 Ⅲ

中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【10-1-1】令和５年度中に専門的
知見を有するステークホルダー
等と意見交換ができる仕組みを
構築

ステークホルダー等からの意見
聴取状況の把握、意見聴取する
項目の洗い出しなど、パートナー
会議運用にかかる具体的な項目
を設定する。既存の意見聴取に
関する取組を行っている部局に
対しては協力（パートナー会議と
しての開催）を依頼する。

「国立大学法人福島大学におけるステークホ
ルダーからの意見聴取に関する規程」に基づ
き、パートナー会議を実質化するため、学内に
おけるステークホルダーからの意見聴取状況
（意見聴取の取り組み、対象、聴取方法・時
期、対象人数）を調査し、把握した。
学長と学生代表との懇談会（学生・留学生課）
は、パートナー会議としては位置づけは同じと
考えて実施した。
ステークホルダーからの意見聴取の実現に向
けては、具体的な目的を持ち聴取する必要が
あることを確認した。

Ⅲ

【10-1-2】令和５年度を目途に学
内意思決定方法の整理・見直し
を実施

諸会議資料の原則公開（非公開
資料除く）を行うとともに、会議運
営に係る変更点の洗い出しを行
う。

令和４年度より役員会等の会議において、ＢＹ
ＯＤを開始し、公開資料はすべて会議運営サ
イトに掲載する運用を行った。
会議運営に係る変更点の洗い出しについて
は、ガバナンス改革の動向（教員会議報告を
行う方法等）を踏まえ、改めて検討することと
した。

Ⅲ

【10-1-3】学内における情報共
有方法の恒常的な見直し

将来を担う教職員からの意見聴
取及び意見交換の場の案につ
いて検討課題洗い出しと検討を
行う。

大学改革に向けた各学類の考え方を確認す
ることを目的とし、役員と各学類との意見交換
を行った。
意見交換において共有された、各学類の考え
方は、今後学長が作成する将来構想（大学改
革に関するプラン）の参考として活用されるた
め、将来を担う教職員からは、大学改革に関
するプランについて検討において、意見聴取・
意見交換を行う予定とした。

Ⅲ

＜中期目標＞
【９】学部・研究科等と連携し、実践的な実習・研修の場を提供するとともに、全国あるいは地域における先導的な教育モデルを開発し、その成果を展開すること
で学校教育の水準の向上を目指す。（附属学校）

＜中期目標＞
【１０】内部統制機能を実質化させるための措置や外部の知見を法人経営に生かすための仕組みの構築、学内外の専門的知見を有する者の法人経営への参
画の推進等により、学長のリーダーシップのもとで、強靭なガバナンス体制を構築する。

【9-1】少子化等の地域の課題や
教員需要の将来推計等を基に、
附属学校園の規模や在り方につ
いて検討を行い、長期的な計画
を策定し、附属学校園を改革す
る。また、人間発達文化学類、教
職大学院と連携し実践研究を共
有することにより、地域のモデル
校として先進的な教育を実施す
るとともに、実習・研修の場を充
実させ、学生・院生・地域教員の
資質・能力の向上に資する。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化

【10-1】経営協議会等における、
専門的知見を有する有識者から
の意見聴取の方法を整備し、外
部の意見を聴取するとともに、将
来、大学の運営を担う女性・若手
の教職員が参加する会議体等
の設置により、外部の知見や学
内の意思決定方法の整理・見直
し、情報共有及びコミュニケー
ションの活性化を図り、コンセン
サスの形成や意思決定を迅速
化する。
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中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【11-1-1】新規共用スペースとし
て、既存の全学共用スペースの
約２％の面積にあたる２５０㎡以
上を確保

既存施設の利用状況調査を実
施する。
大規模改修事業である（金谷川）
美術棟改修において人間発達文
化学類面積から全学共用スペー
スを確保するよう配置検討を進
める。

学校臨床支援センター棟の新設センター使用
スペースを全学共用スペースとして確保し、セ
ンターへ貸与（再配分）を行った。面積は教職
課程センター使用スペース９１㎡及び地域未
来デザインセンター使用スペース３１４㎡を確
保した。また、美術棟改修において人間発達
文化学類面積の旧デザイン実習室を全学共
用スペース（１３１㎡）として確保した。総面積
は５３６㎡を確保し、目標を達成することがで
きた。

Ⅲ

【11-1-2】学内外で共用可能な５
００万円以上の機器の貸出可能
な機器の数が、第４期中期目標
期間の初年度から最終年度まで
の間に５％増加

【研究設備の共用化】
学内外で共用可能な５００万円
以上の機器の貸出可能な機器
の数を、第４期中期目標期間の
初年度から最終年度までの間に
５％増加させるため、毎年１回実
施する「教育研究設備等の稼働
状況調査」で研究備品共用化の
希望の有無について調査し、希
望がある場合は関係部局と調整
のうえ共用化の手続きを進め
る。

「教育研究設備等の稼働状況調査」を実施
し、令和４年度の貸出可能な機器の数を確認
した。その結果、新たに２台の機器が追加とな
り、評価指標の貸出可能な機器数の基準値
（令和４年度実績値）として３３台、最終年度の
目標値を３５台に設定した。

Ⅲ

中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【12-1-1】「ミッション実現加速化
経費」及び「学長裁量経費」を配
分した取組みの中期計画に掲げ
る評価指標を達成

運営計画の業務実績及び自己
評価を確認するとともに、運営費
交付金の仕組みにおける社会的
インパクト評価を見据え、必要に
応じ、詳細に成果を確認する。

令和４年度運営計画の実施状況を確認し、運
営費交付金の評価の仕組みにおける社会的
インパクト評価を見据え、顕著な成果が見込
まれるかどうかといった観点を重視し、内容に
応じて学長室に意見を提出した。特に、重要
な観点として、「社会実装」を掲げている指標
については、最終実績がまとまり次第、確認を
行うこととした。

Ⅲ

【12-1-2】毎年度財政シミュレー
ションを実施

令和４年度前期中に、令和４年
度予算を基にした第４期財政シ
ミュレーションを行い、役員会等
に共有する。
また、令和５年度予算編成に影
響する増減要因を随時把握し、
令和５年度支出予算削減の想定
を行う。

令和４年度当初予算をもとにした第４期財政
シミュレーションを提示し、その後、今般の光
熱費の高騰の状況を踏まえ、光熱費の増加
見込を補整するとともに、精緻な人件費の試
算を反映したシミュレーションシートを作成し、
役員等に共有した。
また、令和５年度予算編成にあたり、増減要
因を随時把握し、光熱費、人件費等の上昇分
を様々な工夫を行い、当初の物件費等の削減
割合を約３０％から約２７％の削減に留めるこ
とができた。

Ⅲ

【12-2】本学の財政状況を見通し
ながら収入支出を見直し、財政
健全化の取組みを推進する。そ
の際、「福島大学基金」をはじめ
とした寄附金、産学官金の連携
による外部資金の獲得及び保有
資産の貸付等を推進し、財源を
多元化する。

【12-2-1】毎年度財政シミュレー
ションを実施（１２－１－２の再
掲）

令和４年度前期中に、令和４年
度予算を基にした第４期財政シ
ミュレーションを行い、役員会等
に共有する。
また、令和５年度予算編成に影
響する増減要因を随時把握し、
令和５年度支出予算削減の想定
を行う。（１２－１－２の再掲）

（１２－１－２の再掲）
令和４年度当初予算をもとにした第４期財政
シミュレーションを提示し、その後、今般の光
熱費の高騰の状況を踏まえ、光熱費の増加
見込を補整するとともに、精緻な人件費の試
算を反映したシミュレーションシートを作成し、
役員等に共有した。
また、令和５年度予算編成にあたり、増減要
因を随時把握し、光熱費、人件費等の上昇分
を様々な工夫を行い、当初の物件費等の削減
割合を約３０％から約２７％の削減に留めるこ
とができた。

Ⅲ

【12-2】本学の財政状況を見通し
ながら収入支出を見直し、財政
健全化の取組みを推進する。そ
の際、「福島大学基金」をはじめ
とした寄附金、産学官金の連携
による外部資金の獲得及び保有
資産の貸付等を推進し、財源を
多元化する。

【12-2-2】ステークホルダーの
ニーズに応じた寄附メニューを増
やし、新たな寄附金を獲得

冠基金を受け入れるために規程
やメディアを整備する。また、支
援者を増やすため、本学の活動
の趣旨や目的に賛同・共感が得
られるよう、県内４地区における
地域フォーラムなどの機会を捉
えて情報発信する。

新たな寄付の取組みとして、寄附者を顕彰し、
又は意思を尊重して寄附者名又は事業名称
等を冠した基金「冠基金」を福島大学基金規
程内に整備し、「本庄照子基金」、「ネットワン
システムズ奨学金基金」を設置した。
また、支援者増の取り組みとして、地域未来
デザインセンターと一緒に活動してくれる企
業、大学院に興味を持ってくれる社会人等に
福島大学をアピールするとともに、福島大学
の応援団を増やすことを目的に、地域未来デ
ザインセンターと新しく生まれ変わる大学院の
全体像について紹介する「福島大学地域未来
フォーラム２０２２」を県内４地区で開催した。

Ⅲ

＜中期目標＞
【１１】大学の機能を最大限発揮するための基盤となる施設及び設備について、保有資産を最大限活用するとともに、全学的なマネジメントによる戦略的な整
備・共有を進め、地域・社会・世界に一層貢献していくための機能強化を図る。

＜中期目標＞
【１２】公的資金のほか、寄附金や産業界からの資金等の受入れを進めるとともに、適切なリスク管理のもとでの効率的な資産運用や、保有資産の積極的な活
用、研究成果の活用促進のための出資等を通じて、財源の多元化を進め、安定的な財務基盤の確立を目指す。併せて、目指す機能強化の方向性を見据え、
その機能を最大限発揮するため、学内の資源配分の最適化を進める。

【11-1】教育研究の基盤構築及
び機能強化に資するため、既存
施設を有効活用するための施設
利用状況調査を実施し、利用の
見直し、再配置、共用スペース
の確保を進めるとともに、設備に
ついては、学内外に向けて広く
共用を進める。

【12-1】本学のミッションと財政シ
ミュレーション等に基づき、組織
の整理の見直しを踏まえなが
ら、中期計画に掲げる重点的な
取組みに対し、「ミッション実現加
速化経費」と「学長裁量経費」を
一本的に活用した資源配分を行
い、機能強化に向けた取組みを
行う。

Ⅲ 財務内容の改善
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中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【12-2-3】産学官金及び学外者
との連携による外部資金の平均
獲得金額が第３期中期目標期間
の平均金額から１０％増加

【財源多元化（外部資金獲得）】
産学官金及び学外者との連携に
よる外部資金の平均獲得金額
が第３期中期目標期間の平均金
額から１０％増加させるため、こ
れまでの取り組みを踏まえて、
新たな方策を検討するとともに、
メールマガジンやＴｗｉｔｔｅｒを活用
したタイムリーな情報発信に努
める。

（８－３－１の再掲）
【共同研究】
メルマガやＴｗｉｔｔｅｒの発信、ＵＲＡ面談により、
他大学・研究機関、自治体、産業界等との共
同研究を４４件獲得した。
【論文発表】
第４期期間中の各研究科・専攻（学類）別の研
究業績（査読付き論文、著作）の目標設定値
を決定した。

Ⅲ

【12-2-4】地域からの受託研究、
共同研究の間接経費の平均受
入額が第３期中期目標期間の平
均金額から１０％増加

【財源多元化（外部資金獲得）】
地域からの受託研究、共同研究
の間接経費の平均受入額が第３
期中期目標期間の平均金額か
ら１０％増加させるため、これま
での取り組みを踏まえて、新たな
方策を検討するとともに、本学教
員向けに知財クリニックを開催
し、各種展示会の情報を収集し
有効な展示会へ積極的に参加
する。

（２－１－２の再掲）
【地域からの相談件数】
福島大学地域未来デザインセンターにおい
て、地域との相談や意見交換を行う場として
「イノベーションコモンズ」の設置工事を完了し
た。また、地域からの相談件数増加のため、
情報発信などの取組みとして、ホームページ
を開設するとともに、福島県内４会場で開催さ
れた福島大学地域未来フォーラム２０２２、教
員と学生による福島県内を対象とした地域活
性化活動の公開報告会の機会を活用した広
報を行った。
【地域からの受託研究・共同研究獲得】
知財クリニックの開催や展示会出展により、地
域からの相談件数、受託研究、共同研究の平
均件数は目標値１２７件／実績値２５１件で目
標値を達成することができた。

Ⅲ

【12-2-5】学内外へ共用可能な５
００万円以上の機器の貸出によ
る収入額が、第４期中期目標期
間の初年度から最終年度までの
間に５％増加

【財源多元化（研究備品の共用
化）】
毎年１回実施する「教育研究設
備等の稼働状況調査」の際に、
共用可能な研究備品を増やし収
入の増を図る。

「教育研究設備等の稼働状況調査」を実施
し、令和４年度の貸出可能な機器の数を確認
し、新たに２台の機器を追加した。
評価指標の収入額の基準値（令和４年度実績
値）として３，４７７千円、第４期中期目標期間
最終年度の目標値を３，６５１千円に設定し
た。

Ⅲ

【12-2-6】保有資産の見直しを行
い、貸付に向けて関係機関との
調整を実施

保有資産の現状確認を進める。 譲渡計画のある資産（山の家の土地・建物）
の譲渡について、問合せはなかったが、郊外
施設の如春荘は一般社団法人への貸出を継
続して利用し有効活用を図る。
また、金谷川キャンパスの寄附金型自動販売
機を１台増設し、計５台とし、学生・教職員に
対する福利厚生及び福島大学基金の充実を
図った。

Ⅲ

中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【13-1-1】学内外のデータ（教
育、研究、地域貢献、大学経営）
の把握・分析によるＩＲ分析集を
毎年度発行し、学外のデータを
基にした分析結果を諸会議で共
有

第４期におけるＩＲ推進体制を確
定する。関係部局へ説明の上、
関連規程を制定する。

ＩＲ推進体制について、ＩＲ情報の責任者を学
長とすること、ＩＲ推進室を廃止し「分散型ＩＲ体
制（各部局においてＩＲを行う体制）」とするとと
もにＩＲ業務の総括は学長室で行うことを決定
し、令和５年度からの実施に向けて関係規程
を制定した。

Ⅲ

【13-1-2】既存の中期目標・中期
計画進捗管理システムや教育研
究業績管理システム等に登録し
た取組みや成果、業績等を、第
４期中期目標期間の自己点検・
評価等にも活用

国からの自己点検・評価の重要
性提示による自己点検・評価の
在り方を改めて検討する。
各システム登録データの活用方
法を検討する。

国の施策や方針も踏まえ、第４期に向けた自
己点検・評価の在り方について、自己評価委
員会において検討した。
また、各システム登録データの活用方法につ
いては、教育研究業績管理システムに蓄積さ
れたデータを教員評価改善に活用することも
視野に入れ議論を進め、システムに登録され
た業績データを各学類でどのように活用して
いるのか点検を行い、その結果を踏まえたマ
ニュアルの一部改正を行った。

Ⅲ

【13-1-3】令和５年度中に専門的
知見を有するステークホルダー
等と意見交換ができる仕組みを
構築（１０－１－１の再掲）すると
ともに、定期的に自己点検・評価
結果や改善状況を発信し、諸会
議等や上記仕組みにおいて、ス
テークホルダーから発信内容等
についての意見を聴取及び分析
の上、学内にフィードバックする
ことで、大学運営に反映

ステークホルダー等からの意見
聴取状況の把握、意見聴取する
項目の洗い出しなど、パートナー
会議運用にかかる具体的な項目
を設定する。既存の意見聴取に
関する取組を行っている部局に
対しては協力（パートナー会議と
しての開催）を依頼する。

（１０－１ー１の再掲）
「国立大学法人福島大学におけるステークホ
ルダーからの意見聴取に関する規程」に基づ
き、パートナー会議を実質化するため、学内に
おけるステークホルダーからの意見聴取状況
（意見聴取の取り組み、対象、聴取方法・時
期、対象人数）を調査し、把握した。
学長と学生代表との懇談会（学生・留学生課）
は、パートナー会議としては位置づけは同じと
考えて実施した。
ステークホルダーからの意見聴取の実現に向
けては、具体的な目的を持ち聴取する必要が
あることを確認した。

Ⅲ

＜中期目標＞
【１３】外部の意見を取り入れつつ、客観的なデータに基づいて、自己点検・評価の結果を可視化するとともに、それを用いたエビデンスベースの法人経営を実
現する。併せて、経営方針や計画、その進捗状況、自己点検・評価の結果等に留まらず、教育研究の成果と社会発展への貢献等を含めて、ステークホルダー
に積極的に情報発信を行うとともに、双方向の対話を通じて法人経営に対する理解・支持を獲得する。

＜中期目標＞
【１２】公的資金のほか、寄附金や産業界からの資金等の受入れを進めるとともに、適切なリスク管理のもとでの効率的な資産運用や、保有資産の積極的な活
用、研究成果の活用促進のための出資等を通じて、財源の多元化を進め、安定的な財務基盤の確立を目指す。併せて、目指す機能強化の方向性を見据え、
その機能を最大限発揮するため、学内の資源配分の最適化を進める。

【12-2】本学の財政状況を見通し
ながら収入支出を見直し、財政
健全化の取組みを推進する。そ
の際、「福島大学基金」をはじめ
とした寄附金、産学官金の連携
による外部資金の獲得及び保有
資産の貸付等を推進し、財源を
多元化する。

Ⅳ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該状況に係る情報の提供

【13-1】学内外から集約したエビ
デンスデータや、本学の諸活動
における自己点検・評価結果等
を分析することにより、常に本学
の強みや改善点を更新するとと
もに、自己点検・評価結果に対
するステークホルダーからの意
見を大学運営に反映させる。
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中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【13-2-1】第３期中期目標期間
最終年度と比較して、本学のＳＮ
Ｓ等を使った情報発信件数が第
４期中期目標期間平均で１０％
増加（４３３件）

特にＩｎｓｔａｇｒａｍの発信について
力を入れ、学生ジャーナリストと
共に新たな投稿企画を考案し発
信件数を伸ばす。

月１回開催している学生ジャーナリスト班長会
議で投稿企画等を検討し、特にめばえちゃん
を活用した投稿を行った。ＳＮＳ（Ｉｎｓｔａｇｒａｍ、
Ｔｗｉｔｔｅｒ、ｆａｃｅｂｏｏｋ）での投稿及び学内での
イベント（入試、最終講義等）に合わせて対象
者に向けた投稿を行った。また、ＮＨＫが主催
となって福島市内で開催したイベント（こでらん
に文化祭）に学生ジャーナリストと参加し、地
域への広報活動を行い、ＳＮＳへの投稿を
行った。また、学生ジャーナリストを対象とした
著作権セミナーを開催した。
情報発信件数は、令和４年度の目標値４１３
件／実績値５１０件で目標値を達成することが
できた。

Ⅲ

【13-2-2】第３期中期目標期間
最終年度と比較して、本学ＳＮＳ
のフォロワー数が第４期中期目
標期間中に１．５倍に増加

フォロワーを３期末の３，４３９人
から３，７２６人に増加させるため
に、県内で地域フォーラムを開催
し、新たなステークホルダーの獲
得を行うとともに、支持者層と本
学の関係強化を図る。

県内４地区で地域フォーラムを開催するなど
の広報活動により、SNSフォロワー数の令和４
年度末で３，７２６人の目標に対して３，９５２
人となり、目標を達成することができた。

Ⅲ

中期計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【14-1-1】ＤＸ推進計画の推進及
び実施体制を整備し、第４期中
期目標期間中のＤＸ推進計画を
令和５年度までに策定の上、計
画に基づき基盤となる環境を整
備

役員及び部局長等で構成する
「ＤＸ推進本部」を設置し、「教育」
「研究」「業務運営」の各分野Ｗ
Ｇにおいて計画案及び計画の実
施体制について検討を進め、年
度末までに「ＤＸ推進計画」（案）
を取りまとめる。

「DX推進計画（案）」策定のため全学のDX推
進室を設置するとともに、「教育」「研究」「業務
運営」の３分野については、各分野の担当理
事・副学長をリーダーとした推進チームを設置
し、各分野の計画についての検討を行った。
各推進チームの計画案と大学全体の計画案
を整理・統合する形で、DX推進室において４
年度末までに素案として計画をとりまとめたも
のの、「DX推進計画」の成案までは至らなかっ
た。

Ⅱ

【14-1-2】ＩＣＴ技術やデジタル技
術の活用による、ハイブリッド型
授業等、工夫された授業の開講
数、合理化・効率化が図られた
業務数の第４期中期目標期間中
における増加

各分野ＷＧの検討過程におい
て、実施可能な授業、合理化・効
率化可能な業務等を検討し、計
画案として取りまとめる。

「教育」「研究」「業務運営」の各推進チーム
リーダー及び事務担当者による打ち合わせを
開催し、検討を進めるに当たっての方針等に
ついての確認を行った。
各推進チームごとにそれぞれの計画素案の
検討と取りまとめを行い、３分野総計で１９の
計画案の提出があった。

Ⅲ

【13-2】本学のミッションに対する
理解や支持を得るために、地域
フォーラムの開催、ＷｅｂやＳＮＳ
での展開、学生ジャーナリストの
協力等により、本学の支持者層
を厚くするための広報活動を促
進する。

＜中期目標＞
【１３】外部の意見を取り入れつつ、客観的なデータに基づいて、自己点検・評価の結果を可視化するとともに、それを用いたエビデンスベースの法人経営を実
現する。併せて、経営方針や計画、その進捗状況、自己点検・評価の結果等に留まらず、教育研究の成果と社会発展への貢献等を含めて、ステークホルダー
に積極的に情報発信を行うとともに、双方向の対話を通じて法人経営に対する理解・支持を獲得する。

【14-1】デジタル化等の全学的な
現状把握に基づくＤＸ推進計画
を策定し、デジタル技術の活用
等により、教育・研究面も含めた
業務運営全般に関する環境の
高度化を図る。併せて、ネット
ワーク環境とＩＣＴ基盤の整備、そ
の運用を支える環境と体制、及
び情報セキュリティ対策等を強
化する。

＜中期目標＞
【１４】AI・RPA（Ａ（Ｒｏｂｏｔｉｃ　Ｐｒｏｃｅｓｓ　Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ）をはじめとしたデジタル技術の活用や、マイナンバーカードの活用等により、業務全般の継続性の確保と
併せて、機能を高度化するとともに、事務システムの効率化や情報セキュリティ確保の観点を含め、必要な業務運営体制を整備し、デジタル・キャンパスを推進
する。

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項
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6年間の計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【学生2-a-1】教員会議での周
知、ライブキャンパス等への掲載
により、アクティブスチューデント
コンテストの申請件数を１２件に
する。

学生の力による「キャンパスライフの活性化」
及び「大学の改革」につながる取り組みやアイ
ディアを募集する「アクティブスチューデントコ
ンテスト」については、平成30年度の福島大学
創立70周年を記念し、既存の上記２事業を一
本化した事業で、選考された学生企画につい
ては、審査の上、賞状と副賞が授与される。
令和４年度は、第３期中の応募状況・応募件
数を踏まえ、申請件数の目標を12件とし、複
数回募集を行ったが、応募は各部門１件ずつ
（合計２件）あったものの、目標の件数には至
らなかった。

Ⅱ

【学生2-a-2】しのぶ育英奨学生
からの学修報告、課外活動にお
ける報告や懸念事項の相談等を
通じ、学長（教育・学生担当副学
長含む）オフィスアワーの実施件
数を４件にする。

しのぶ育英奨金等の受給学生からの学修報
告や、食農学類１期生の卒業生からの卒業論
文に基づく大学への提案など、５件のオフィス
アワーを実施した。

Ⅲ

【学生2-b】・学生生活実態調査
等によるニーズ把握を行う。
・入学式後のガイダンスにおける
ＬＧＢＴ講習、スタートアップセミ
ナーにおけるメンタルヘルス講
習、障がいがある者への対応研
修などを実施し、課題等につい
て見直しを行う。

グーグルフォームによる学生生活実態調査や
学長と学生代表との懇談会の実施により、学
生の意見を聴取し、関係部署に検討を依頼し
た。
入学式後のガイダンスにおけるＬＧＢＴ講習、
スタートアップセミナーにおけるメンタルヘルス
講習、障がいがある者への対応研修などを実
施したが、実施時期にはついては今後の検討
課題とした。

Ⅲ

6年間の計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【入試2-a】ＡＣ運営会議内での
令和７年度入試予告に向けた入
試改革案を検討し２年前予告と
して公表する。

各学類及びアドミッションセンター運営会議（Ａ
Ｃ会議）で検討を行い、新学習指導要領に対
応した令和７年度入試予告を段階的に公表し
た。「第２報」については、大学入学共通テスト
および個別学力検査の具体的な配点等と併
せ、共生システム理工学類及び食農学類の
選抜方法の見直しも含め関係会議に諮り、３
月２８日に公表を行うとともに、福島県高校長
協会経由で県内各高校へ周知した。

Ⅲ

【入試2-b】「メッセンジャー・プロ
ジェクト（学生母校訪問）」につい
て、オンラインを含めた広報活動
を展開する。令和５年度の大学
院再編に伴う大学ＨＰの修正を
検討するとともに、学びによる高
大接続活動の定義づけと計画立
案を行う。

「メッセンジャープロジェクト（学生母校訪問）」
を対面とオンラインでのハイブリッド型で実施
した。学類生８４人（うちオンライン１名）が参
加し、本学での活動報告およびＰＲを行った。
大学院再編におけるＨＰの修正を検討し、より
見やすく分かりやすい構成にＨＰがリニューア
ルされた。
また、学びによる高大接続活動の定義づけと
計画立案については、現状整理と活動分類の
ために、実績の取組みの把握検証や新たに
他県の高校との意見交換の機会の設定、高
大接続をテーマとした研究会への参加を積極
的に行った。

Ⅲ

・学生生活実調査、学長との懇
談会、学生生活特別部会、学寮
運営特別部会、内部質保証の自
己点検・評価などの枠組みを活
用しながら学生の意見をくみ取
り、先の見えないコロナ対応も含
め、学生が必要とする施策を予
算を勘案しながら実行する。
・学生生活実態調査について、
令和６年度から令和９年度の調
査に向けて、調査項目、調査手
法などの見直しを行う。
・学生が個々に抱える悩み事に
連携して取り組むため、学生総
合支援ミーティングを実施する。

・ミスなく確実に入学試験を実施
する。また、新学習指導要領の
改定を踏まえた令和７年度入試
制度改革について検討し、適切
な時期に公表を行うとともに、学
類・研究科の方針を踏まえた入
試制度における課題抽出し、必
要に応じて調整を行う。
・１８才人口の減少等に対応する
効果的な入試広報について検討
を行う。また、高大接続事業の積
極的な運営や教育推進機構との
連携およびアドミッションセンター
による受験生の動向分析調査に
基づく、戦略的な入試広報を展
開する。

本学独自の運営計画

＜業務目標＞
学生の学修・生活に関する相談体制、学修環境を整備し、総合的な支援を行うことで学生が安心して学べる環境を提供する。

＜業務目標＞
・すべての入学試験においてミスなく確実に実施する。また、一般選抜における主体性等評価の導入のあり方及び新学習指導要領に対応した入試制度改革に
ついて検討し、適切な時期に公表するとともに、学類・研究科の方針を踏まえた入試制度における課題を抽出し、必要な調整を行う。
・受験生、保護者および高等学校教員等の目線に立ち、募集要項、大学案内等を作成するとともに、大学広報、学類・研究科、学生等と連携しながら、効果的
な入試広報を行う。また、高大接続活動の強化を図り、受験に関する動向分析調査に基づく、戦略的な入試広報を展開する。
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6年間の計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

【図書館3-a】政府や関係機関が
提供する資料等を参考に、オー
プンアクセス方針を策定する。

本学のオープンアクセス方針及び同方針実施
要領を策定し、附属図書館ホームページ内に
オープンアクセス方針に関するサイトを作成す
るとともに、教員会議において、オープンアク
セス方針及びリポジトリへの登録に関する周
知を行った。
また、リポジトリコンテンツ登録数の増加を図
るため、教育研究業績管理システムのデータ
も活用し、未登録の研究業績を有する教員に
対して、個別にリポジトリ登録への働きかけを
行った。

Ⅲ

【図書館3-b】デジタル化に関す
る状況や課題を確認し、デジタ
ル化計画の策定等に取り組む。

デジタルアーカイブＷＧにおいて、デジタル化
に向けた課題の整理・確認を行い、今後のデ
ジタル化計画について確認した。また、寄贈資
料のデジタル化を外部業者に委託しデジタル
化に向けた活動を開始した。
デジタルアーカイブのプラットフォームについ
ては、図書館システムの機能を利用することと
し、次期附属図書館学術情報システムの仕様
策定において、デジタル化資料の公開に対応
する仕様を盛り込んだ。

Ⅲ

6年間の計画 評価指標 令和4年度運営計画 令和４年度実施状況 進捗状況

経営基盤を強化するため、寄附
金及び基金等の余裕金等の一
体的運用によるスケールメリット
を生かし、適切なリスク管理のも
と、高い収益性をねらいとする資
金運用を行う。

【財務4-a】・資金繰りに配慮しつ
つ、魅力的な金融商品を盛り込
んだ次年度資金運用方針を策
定する。
・上記資金運用計画に基づき、
できるだけ適切なタイミングで金
融商品を購入し、効率的な資金
運用を行う。

令和４年度資金運用方針に基づき、４月に高
利率（０．９４％）債券【電力債（運用期間１０
年・担保付）】（額面金額１億円）を購入した。
また、令和５年度の財政状況や寄附金の収支
見通しを確認したうえで、それらを勘案した令
和５年度資金運用方針（案）を策定した。

Ⅲ

本学の知的資産を広く教育研究
活動に活用するため、福島大学
学術機関リポジトリＦＵＫＵＲＯ＿
フクロウ＿のコンテンツ登録及び
附属図書館所蔵資料等のデジタ
ル化を組織的に促進するととも
に、これらを積極的に発信し社
会に還元する。

＜業務目標＞
適切なリスク管理のもとでの効率的な資産運用により、財源の多元化を進め、安定的な財務基盤の確立を目指す。

＜業務目標＞
教育研究成果の集積・発信により情報公開の推進と社会に対する説明責任を大学として果たすため、研究成果や学習教材等の電子的流通とオープン化を推
進する。また、学生の自律的な学習活動と研究者の研究活動を支援するため、資料（図書・雑誌等）や電子的リソース（電子ジャーナルやデータベース等）の整
備充実を図るとともに、貴重資料等のデジタル化を推進する。
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